
伊達市社会福祉法人指導監査実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）

の規定に基づき実施する社会福祉法人に対する指導監査に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（対象法人） 

第２条 指導監査の対象法人は、法第22条に規定する社会福祉法人（以下「法

人」という。）のうち、法第30条第１項の規定により、伊達市が所轄庁となる

法人とする。 

（監査方針等） 

第３条 市長は、国及び県の処理基準及び指導監査指針を踏まえ、当該年度の法

人に対する指導監査方針及び重点指導事項（以下「指導監査方針等」とい

う。）を策定するものとする。 

（実施計画） 

第４条 市長は、当該年度の指導監査方針等に基づき、指導監査を開始する時ま

でに指導監査実施計画を策定するものとする。 

（実施機関及び指導監査職員の指名） 

第５条 指導監査の実施機関は、健康福祉部社会福祉課とし、社会福祉課長が指

名する者を指導監査職員とする。 

２ 市長は、前項の規定により指名された指導監査職員に対し、社会福祉法施行

規則（昭和26年厚生省令第28号）第７条に規定する立入検査証（様式第１号）

を交付するものとする。 

（監査の種類） 

第６条 法人に対する監査は、一般監査又は特別監査とする。 

（監査の実施回数） 

第７条 一般監査は、原則として３年に１回、実地により実施する。ただし、会

計監査等が実施されている法人にあっては、社会福祉法人指導監査実施要綱

（平成29年４月27日付け雇児発0427第７号・社援発0427第１号・老発0427第１

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長及び老健局長連名通

知）に準じて取り扱うものとする。 

２ 新たに設立した法人については、当該法人の設立後速やかに実地により実施

する。 

（監査の方法等） 

第８条 一般監査は、通常監査又は確認監査によるものとし、その方法は次のと

おりとする。 



（１）通常監査 

ア 法人代表者等に対して社会福祉法指導監査実施通知書（様式第２号）に

より事前に通知を行い、法人の管理運営状況全般を対象として実施する。

ただし、事前に通知することにより適切な入所者の処遇の確保、運営管理

体制の確立及び適切な職員処遇の確保等監査の目的が十分に達せられない

おそれがある場合にあっては、これによらず通常監査の開始時に文書を提

示するなどの方法により実施することができるものとする。 

イ 通常監査の日数は、原則として１日とする。 

ウ 通常監査は、原則として２名以上の指導監査職員をもって編成する監査

班（以下「監査班」という。）が実施するものとし、そのうち１名は、原

則として係長相当職以上の職にある者を指名するものとする。 

エ 通常監査の資料は、実施機関が指定する日までに提出するよう法人代表

者等に求めるものとする。 

オ 通常監査の実施に当たっては、法人の監事の立会いを求めるものとす

る。 

カ 監査班の職員のうち上席者（以下「上席者」という。）は、法人の現状

及び前回監査の指摘事項に対する改善状況その他の改善事項について、法

人代表者等に説明を求めるものとする。 

キ 上席者は、監査終了後、関係役職員の出席を求め、講評及び必要な指示

を行うものとする。 

（２）確認監査 

ア 法人代表者等に対して事前に通知を行い、法人に対する監査指摘事項の

改善状況を対象として実施する。 

イ 確認監査の方法については、前号の通常監査に準じて実施するものとす

る。 

（一般監査結果の復命） 

第９条 指導監査職員は、監査実施後速やかに、社会福祉法人指導監査に係る講

評時における指示及び指摘事項（様式第３号）を添付して市長に復命しなけれ

ばならない。 

（一般監査結果の通知、改善指導等） 

第10条 市長は、一般監査を実施したときは、指導監査基準に定める項目ごとに

評価を行い、社会福祉法人指導監査結果通知書（様式第４号。以下「指導監査

結果通知書」という。）により、一般監査を実施した日からおおむね30日以内

に、法人代表者に対し通知するものとする。 

２ 前項の通知において、是正又は改善を要する事項があるときは、社会福祉法

人指導監査に係る是正又は改善を要する事項調書（様式第５号。以下「要是正



又は改善事項調書」という。）を添付して通知し、所要の措置を命ずるものと

する。 

３ 前項に規定する要是正又は改善事項調書に対する措置の状況については、法

人代表者に対し期限を定めて、社会福祉法人指導監査に係る是正又は改善結果

報告書（様式第６号。以下「是正又は改善結果報告書」という。）により報告

を命ずるものとする。 

４ 法人代表者は、指導監査結果通知書において指摘を受けた是正又は改善を要

する事項について、当該法人の評議員会及び理事会に報告し、当該指摘事項に

対する所要の措置について理事会等で検討しなければならない。 

５ 法人代表者は、理事会等で検討した所要の措置を実施するとともに、当該措

置の状況について、指導監査結果通知書が到達した日からおおむね60日以内

に、是正又は改善結果報告書により、市長に報告しなければならない。 

６ 是正又は改善結果報告書には、所要の措置を検討した理事会等の議事録の写

し、是正又は改善の結果が確認できる書面等、市長が必要と認めた書類を添付

するものとする。 

（特別監査の実施） 

第11条 特別監査は、運営等に重大な問題を有する法人を対象として随時、実地

により実施するものとする。 

（特別監査の方法等） 

第12条 特別監査の方法は、第８条の規定に準じて実施するものとする。この場

合において、市長は、特別監査を実施する上で必要があると認めるときは、特

別監査対象事業の所管課長が指名する職員を指導監査職員として監査班に加え

るものとする。 

（特別監査結果の通知及び報告） 

第13条 特別監査結果の通知及び報告については、第10条の規定に準じて行うも

のとする。 

（特別監査後の措置） 

第14条 特別監査の指摘事項について、改善が図られない場合は、個々の内容に

応じ、社会福祉法第56条の規定により改善命令その他の必要な措置を講ずるも

のとする。 

（県への報告） 

第15条 市長は、実施機関が実施した監査の取りまとめ結果について県に報告す

ることができるものとする。 

（監査結果等の公表） 

第16条 市長は、指導監査の結果等（伊達市情報公開条例（平成18年伊達市条例

第14号）第７条各号に規定する不開示情報を除く。）の公表については、伊達



市ホームページに掲載する等の方法により行うものとする。 

（その他） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

 

様式第１号（第５条関係） 

 



様式第２号（第８条関係） 

 



様式第３号（第９条関係） 

 



様式第４号（第10条関係） 

 



様式第５号（第10条関係） 

 



様式第６号（第10条関係） 

 


